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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第95期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 4,125,916 3,960,173 4,057,622 4,347,231 4,571,930

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △8,399 51,781 56,232 81,034 107,509

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △28,934 26,144 56,465 66,406 127,362

純資産額 (千円) 726,574 755,044 848,634 902,093 1,062,892

総資産額 (千円) 2,469,083 2,455,355 2,441,870 2,313,645 2,759,497

１株当たり純資産額 (円) 181.65 189.39 213.14 226.98 268.05

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △7.23 6.56 14.19 16.70 32.12

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.4 30.8 34.8 39.0 38.5

自己資本利益率 (％) △3.9 3.5 6.7 7.4 12.0

株価収益率 (倍) ― 14.1 11.1 17.1 8.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △136,777 97,516 98,837 238,373 22,831

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △81,980 △19,417 △30,841 958 △49,561

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 237,820 △97,560 △72,579 △239,276 3,569

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 68,897 49,436 44,853 44,908 21,748

従業員数 (名) 107 121 115 113 112



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第95期から、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２

号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。 

  

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (千円) 4,066,696 3,964,364 4,028,125 4,312,918 4,509,169

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) △13,078 50,175 55,686 77,926 112,271

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) △32,484 25,788 56,394 63,761 132,674

資本金 (千円) 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

発行済株式総数 (株) 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000 4,000,000

純資産額 (千円) 698,996 724,124 816,527 867,008 1,033,120

総資産額 (千円) 2,382,199 2,366,755 2,355,976 2,251,978 2,558,790

１株当たり純資産額 (円) 174.85 181.21 204.37 217.81 260.54

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

―

(―)

2.50

(  ―)

2.50 

( ―)

2.50

( ―)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △8.13 6.45 14.12 16.02 33.46

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 29.3 30.6 34.7 38.5 40.4

自己資本利益率 (％) △4.6 3.6 6.9 7.4 12.8

株価収益率 (倍) ― 14.3 11.2 17.8 8.0

配当性向 (％) ― ― 17.7 15.6 7.5

従業員数 (名) 82 83 81 81 80



２ 【沿革】 

  

昭和８年12月 各種紡績用針布基布ならびに捺染機用布の国産化に成功し生産・販売開始。大阪市

西淀川区に本社工場(紡績用針布基布の生産)及び富山県小杉町に小杉工場(捺染機用

布の製織)を設立。丸山工業所として創業。 

昭和12年８月 丸山工業㈱として資本金50万円にて設立、本社を大阪市西淀川区に移転。 

昭和21年12月 富山県小杉町に富山工場(ゴム引布の生産)を新設。 

昭和26年４月 丸山商事㈱設立、関係会社化(現在、連結子会社)。 

昭和26年10月 合成樹脂加工布の生産・販売を開始。 

昭和33年３月 捺染機用特殊ブランケットの生産・販売を開始。 

昭和38年３月 日本証券業協会に店頭売買銘柄として登録。資本金３千６百万円に増資。 

昭和38年10月 資本金７千２百万円に増資。 

昭和38年11月 富山工場を丸山ゴム工業㈱(現在、住友電工ファブリックス㈱；当社との営業関係、

資本関係等はありません。)として分離独立。 

昭和39年10月 資本金１億８百万円に増資。 

昭和44年４月 建装品(壁紙)の生産・販売開始。 

昭和46年３月 岐阜県安八郡神戸町(現在地)に岐阜工場を新設。 

昭和46年10月 資本金２億円に増資。 

昭和47年３月 生産部門を岐阜工場に集結。 

小杉工場を分離独立、小杉センイ㈱を設立。 

昭和47年５月 本社を大阪市西淀川区より岐阜県安八郡神戸町へ移転。 

大阪市西淀川区に大阪事務所を設置。(現在は活用していない。) 

昭和50年11月 台湾の厚生股扮有限公司と技術援助契約を締結。(現在は契約を終了) 

昭和55年４月 捺染機用品部門を日本ベルト工業㈱(平成10年６月30日解散清算)として分離独立。 

昭和55年９月 小杉センイ㈱を清算。 

昭和61年11月 中国に合成樹脂加工布製造プラントを輸出。 

平成２年３月 逆Ｌ型精密カレンダー設備の稼動。 

平成８年６月 ポリエステル帆布製造ラインの稼動。 

平成９年１月 タイ国ラッキーテックス社への技術援助契約を締結。(現在は契約を終了) 

平成10年７月 捺染機用ゴムベルト事業を再開。 

平成12年８月 建装品部門から撤退。 

平成14年11月 フィルム加工部門の生産・販売(委託加工)を開始 

平成15年12月 フィルム加工部門の生産・販売(委託加工)を終息 

平成16年12月 ㈱ジャスダック証券取引所に上場 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、親会社及び連結子会社（丸山商事㈱）１社により構成され、合成樹脂加工布の製造販売を

主な事業の内容とし、更に、捺染機用ゴムベルトの製造販売を行っており、その製品は多岐にわたり数多くの種類に

なっております。 

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門等の関連は、次のとおりであります。 

(合成樹脂加工布部門) 

当部門においては、建築資材関連商品、産業資材関連商品、土木資材関連商品、その他を主に親会社からの受注に

より生産販売しており、当社の主力分野と位置付けております。 

また、製品検査・仕上及び製品保管・物流の部門におきましては、連結子会社に業務委託しております。 

(捺染機用ゴムベルト部門) 

当部門においては、国内、海外の捺染機メーカーに対して捺染機部品として重要なパーツである特殊専用ベルトを

連結子会社からの受注を受け生産販売しております。 

 (その他の部門) 

連結子会社は、駐車場を経営しております。 

  

〔事業系統図〕 

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の()は被所有割合であります。 

２ 有価証券報告書の提出会社であります。 

３ 特定子会社であります。 

  持分は100分の50でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、当社の労働組合（丸山工業労働組合、昭和30年３月に結成）と連結子会社の労働組合（丸山

商事労働組合、平成14年４月に結成）があり、上部団体には所属せず、加入者は64名（平成18年３月31日現在）で

ユニオンショップ制であります。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 
資本金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
又は(被所有)
割合(％) 

関係内容 

(親会社)   

泉㈱ 
(注)２ 

大阪市北区 505 専門商社 (77.3)

合成樹脂加工布の受注
販売をしている。 
土地、機械を賃借して
いる。 
役員の兼任 2名 

(連結子会社)   

丸山商事㈱ 
(注)３ 

大阪市西淀川区 20 卸売業 50.0

捺染機用ゴムベルトの
販売総代理店。 
  
役員の兼任 2名 

事業の部門等の名称 従業員数(名)

合成樹脂加工布部門 104 

捺染機用ゴムベルト部門 4 

全社(共通)部門 4 

合計 112 

従業員数(名) 平均年令(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

80 40.4 15.6 4,677



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰が続くなか、企業の設備投資や個人消費の回復したことに加え、

輸出などの外需も堅調に推移したこともあり、デフレ脱却に向け動き始め、総じて景気は穏やかな回復基調に推移してまいりま

した。 

このような情勢のもとで、当社グループを取り巻く環境は、石油関連の原料価格及び工場ユーティリティの重油・LPG価格の

高騰等が依然として厳しいものでありましたが、顧客に直結した新製品の開発、品質の向上、コストダウン等を積極的に推進し

てまいりました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比5.2％増加の４５億7千１百万円、利益面では経常利益１億７百

万円（前連結会計年度比32.7％の増加）となり、従業員の退職に充てるために積み立てている適格年金資産の運用益６千９百

万円等を加え、法人税等の税金負担５千万円を差し引きました当期純利益は１億２千７百万円(前連結会計年度比91.8％の増

加)という結果を達成できました。 

各部門の営業の概況としましては、合成樹脂加工布部門（テント、コンテナ、養生シート、特殊薄引布、特殊機能樹脂引布、

帆布等）では、テント、養生シートは低調に推移したものの、コンテナ、帆布や搬送用樹脂ベルトは堅調に推移したため、売上

高は前連結会計年度比6.0％の増加、４４億７千５百万円となりました。 

捺染機用ゴムベルト部門につきましては、アジア経済は引き続き堅調に推移したものの、捺染機用生産設備で合成樹脂加

工布部門のウレタンコーティングシートの生産を開始したため、売上高は、前連結会計年度比25.5％の減少の８千５百万円と

なりました。 

その他の部門（商品等）の連結売上高は、前連結会計年度比2.0％の減少の１千1百万円となりました。なお、こ

の売上高の主なものは、連結子会社が経営している駐車場の賃貸収入でございます。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は2千1百万円と前連結会計年度に比べ2千3百

万円(51.6%)の減少となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は2千2百万円(前連結会計年度は2億3千8百万円の収入)となりました。 

主な内訳は税金等調整前当期純利益1億7千5百万円に、減価償却費の7千万円、仕入債務の増加で1億6千6百万円の

増加があったものの、売掛債権の増加で1億4千6百万円、たな卸資産の増加5千9百万円及び法人税等の支払5千3百万

円等の減少によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による支出した資金は4千9百万円(前連結会計年度は0百万円の収入)となりました。 

主な内訳は設備投資による支出4千6百万円等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、3百万円(前連結会計年度は2億3千9百万円の支出)となりました。 

主な内訳は、新規に2億9千1百万円を借入しましたが、借入金の約定弁済が2億7千5百万円にのぼった結果による

ものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

  (注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％) 

合成樹脂加工布部門 4,525,434 9.0

捺染機用ゴムベルト部門 86,001 △ 24.8

合計 4,611,435 8.1

事業部門 
受注高 受注残高 

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％)

合成樹脂加工布部門 4,485,303 7.2 334,718 13.6

捺染機用ゴムベルト部門 87,782 △ 24.4 4,485 △28.4

合計 4,573,085 6.3 339,203 12.7

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％) 

合成樹脂加工布部門 4,475,544 6.0

捺染機用ゴムベルト部門 85,173 △ 25.5

その他の部門 11,212 △ 2.0

合計 4,571,930 5.2

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

泉㈱ 3,477,186 80.0 3,490,316 76.3



３ 【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、企業収益の向上、設備投資の拡大、雇用や賃金の改善による個人消費の持ち直し等に支えられて景

気は回復基調にあるものの、原料価格の更なる値上げとそれを受けての製品価格への転嫁の動きが次期の動向予測を難しくさ

せており、当社グループをとり巻く環境は、より一層厳しいものとなることが予想されます。 

当社グループといたしましては、一層高度化する顧客のニーズに応えるべく、品質の更なる向上、新製品、新用途の

開発、コストの削減等による収益力の強化に積極的に取り組み、当社グループとは一丸となって、収益力、成長力の強

化を図り、社業の発展に努める所存でございます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループは、合成樹脂加工布を主目とする専門メーカーであり、当社の生産は親会社(泉㈱)からの受注生産が

全体のおおよそ76.3％を占めており、製造・販売の一体化を過去から推し進めております。 

こういった状況のなか、顧客の当社及び親会社への信頼を損ねることが事業リスクと考えております。親会社の事

業リスクは、当社の事業リスクに直結しております。 

また、提出会社は㈱ジャスダック証券取引所に上場しておりますが、平成17年3月31日現在の株主名簿により㈱ジャ

スダック証券取引所の規定する上場取消基準の株主数150名に満たない状況が発生したため、平成18年4月1日より監理

ポストに割り当てられております。然るに、本有価証券報告書の提出日現在、平成18年3月31日現在の株主名簿により

ますと、株主数197名になっており、㈱ジャスダック証券取引所は、本有価証券報告書の確認をもって解除される予定

であります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、常に独創的な技術開発を基本とし、顧客の満足と信頼を得られる高付加価値製品の開発を目指

し、意欲的に取り組んでおります。 

現在、研究開発は、当社の技術部スタッフが、今後、顧客のニーズに繋がる開発テーマを効果的に進めておりま

す。 

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、36百万円となりました。 

当連結会計年度における研究の目的、主要課題及び研究成果は、次のとおりであります。 

  

<1>合成樹脂加工布部門 

顧客ニーズの把握及び商品のラインナップの更なる充実のため、当社の技術力を様々な分野に積極的に傾注し

ております。具体的な商品としましては、次の物が挙げられます。 

 ①新規樹脂シート 

多様化する顧客ニーズに対応するため、樹脂メーカーとの共同開発によって新規樹脂シートの様々な用

途展開を考えております。オレフィン系、シリコン系、ウレタン系等の独自の配合及び加工技術におい

てシート加工し、広いバリエーションのシート開発に努めております。 

具体的には、下記内容の商品であります。 

〇 耐炎、耐熱シート 特殊シリコン樹脂加工シート 

〇 高強度シート  高強度織物に特殊ウレタン樹脂加工シート 

〇 環境対応シート  ノンハロゲン防炎シート、温度依存改良シート 

〇 耐薬品性シート  特殊フッ素樹脂加工シート 

②生分解シートの用途開発 

生分解するシートの開発に取り組み成果を得ており、顧客の要望する用途開発に努めております。 

  

  なお、セグメント情報を記載していないため、事業の種類別セグメントに関連付けての記載は省略しております。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

(売上高) 

当連結会計年度おける売上高は、通常の規格品として流通しているテント、養生シートは低調に推移したも

のの、コンテナ、帆布や搬送用樹脂ベルト等の高付加価値製品が増加したため、前連結会計年度比5.2％の増

収を達成いたしました。 

(売上原価、販売費及び一般管理費) 

 売上原価は、石油関連の原材料価格及び工場ユーティリティの重油、ＬＰＧ価格の高騰等依然として厳しい

ものでありましたが、減価償却費や修繕費等の費用の減少などにより売上高に対する百分比は横ばいになりま

した。 

販売費及び一般管理費は、サンプル帖の作成費用の広告宣伝費等の減少の結果、前連結会計年度比は、1.9％

の減少となりました。 

(営業利益、経常利益及び当期純利益) 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高営業利益率は前連結会計年度より0.5％向上し2.2％、売上高経常利益

率は前連結会計年度より0.5％増加し2.4％を達成できました。 

売上高当期純利益率は、貸倒引当金戻入益、適格年金資産運用益の特別利益があり、前連結会計年度比は、

1.3％増加し2.8％を達成できました。 

  

(2) 財政状態の分析 

(流動資産) 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて受取手形及び売掛金1億4千6百万円、たな卸資産の5千9万円の増加等

があって、前連結会計年度末に比べて2億円の増加となりました。 

(固定資産) 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて有形固定資産の設備投資1億6千1百万円、減価償却7千万円等による8

千9百万円の増加、投資有価証券の時価評価増7千4百万円、適格年金資産(長期前払費用) 8千3百万円増加した

ことにより、前連結会計年度末に比べて2億4千5百万円の増加となりました。 

(流動負債) 

流動負債は、短期借入金が4千3百万円減少したものの、支払手形及び買掛金が1億6千6百万円、設備関係支払

手形が1億1千4百万円それぞれ増加したこと等により、前連結会計年度末に比べて2億円の増加となりました。 

(固定負債) 

 長期借入金の借入1億円、返済4千5百万円、繰延税金負債の3千万円増加等により、前連結会計年度末に比べ

て8千4百万円増加しました。 

(資本) 

資本の部は、利益剰余金が1億1千7百万円増加、その他の有価証券評価差額金が4千4百万円増加したこと等に

より、前連結会計年度末に比べて1億6千万円の増加となりました。 

  

  

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度末の「現金及び現金同等物」は、2千1百万円で前連結会計年度末比2千3百万円減少となりま

した。 

この要因は、 

  



ａ）営業活動によるキャッシュフローは、売上債権の増加、たな卸資産の増加等により、前連結会計

年度末に比べて2億1千5百万円の大幅減少になったこと 

ｂ）投資活動によるキャッシュフローは、設備投資による支出があり、減少したこと 

ｃ）財務活動によるキャッシュフローは、主に配当金の支払い、借入金の借入、返済によるものであ

ります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、主に合成樹脂加工布部門で、生産設備の能力増強、機能の充実等を目的

とした設備投資を実施しております。 

設備投資額全体では、1億6千1百万円であります。 

なお、当連結会計年度における主な設備投資は次のとおりであります。 

(注)  セグメント情報を記載していないため、事業の種類別セグメントに関連付けての記載は省略しております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記中[内書]は、親会社からの賃借であります。 

３ 帳簿価額「その他」は工具器具備品であります。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

合成樹脂加工布部門 

ウレタンコーティングシート生産設備の増設及び関

連設備 

133,460 千円 

事業所名 
(所在地) 

事業の部門別 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

本社及び工場 
(岐阜県安八郡 
神戸町) 

合成樹脂加
工布部門 
捺染機用ゴ
ムベルト部
門 

製造設備 
本社管理部
門 

220,399 316,850
109,727

(36,659.31)
[25,168.69]

24,885 671,863 80

事業所名 
(所在地) 

部門別の名称 設備の内容 台数 リース期間
年間
リース料 
(千円) 

リース 
契約残高 
(千円) 

本社工場 
(岐阜県安八郡 
神戸町) 

本社管理部門 

FACOM コ ン ピ
ュータ 

一式 4年間 14,911 44,425

電話交換器 一式 5年間 102 6,024

合成樹脂加工
布部門 

逆Ｌ型精密カ
レンダー設備 

一式 10年間 47,880 215,460



(2) 国内子会社 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 上記中[内書]は、連結会社以外からの賃借であります。 

    ２ 帳簿価額「その他」は工具器具備品であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の 
部門別の 
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡) 

その他 合計 

丸山商事
㈱ 

本社 
( 大阪市
西 淀 川
区) 

その他の
部門 

賃貸設備 5,168 ― ( 936.69)
[ 936.69]

17 5,185 32



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 株主割当 

１：0.8   1,728千株 

発行価格  50円 資本組入額 50円 

第三者割当  

112千株 

発行価格  60円 資本組入額 50円 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 4,000,000 4,000,000
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式あり、株主と
しての権利内容に制限のない
標準となる株式 

計 4,000,000 4,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

昭和46年10月１日 1,840 4,000 92,000 200,000 1,120 12,320



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式37,274株は「個人その他」の欄に37単元及び「単元未満株式の状況」の欄に274株含めて記載しております。 

  なお、自己株式37,274株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数は36,274株であります。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義で機構失念分の株式が1単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注)1. 当社保有の自己株式は36,274株であります。 

    

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 1 4 13 ― ― 181 199 ―

所有株式数 
(単元) 

― 2 63 3,328 ― ― 578 3,971 29,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 0.05 1.59 83.81 ― ― 14.55 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

泉㈱ 大阪市北区中之島3丁目3－3 3,040 76.02

上野山機工㈱ 京都市中京区壬生相合町13 100 2.50

泉エンタープライズ㈱ 大阪市北区中之島3丁目3－3 53 1.33

松井証券㈱ 東京都千代田区麹町1丁目4 52 1.30

新日本理化㈱ 京都市伏見区葭島矢倉町13 50 1.25

協和醗酵ケミカル㈱ 東京都中央区日本橋室町3丁目2―15 50 1.25

河合毅 三重県伊賀市 23 0.58

末松国彦 福岡県行橋市 20 0.50

中村郁子 兵庫県芦屋市 16 0.40

三上一郎 兵庫県芦屋市 15 0.38

計 ― 3,419 85.48



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の失念分の株式が1,000株(議決権1個)が含まれておりま

す。 

２ 単元未満株式数には、当社所有の274株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。なお、当該株式は

上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有 
株式) 
普通株式 

36,000 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,935,000 3,935

単元未満株式 普通株式 29,000 ― １単元(1,000株)未満株式 

発行済株式総数 4,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,935 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
丸山工業株式会社 

岐阜県安八郡神戸町安次
700 

36,000 ― 36,000 0.90

計 ― 36,000 ― 36,000 0.90



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

３ 【配当政策】 

当社グループは、経済環境の変化に対応できる企業体質の一層の強化、 並びに、将来の事業展開に備える為の内部留保の充実など

を勘案して決定する方針をとってまいりました。 

当期の利益配当金につきましては、継続的な安定配当として、1株につき2円50銭といたしました。 

なお、内部留保資金につきましては、業容の拡大に向けた財務体質の強化と厳しい経済環境の変化に対応すべく、研究開発や新製

品開発に有効に投資してまいりたいと存じます。 

今後、株主各位のご期待に添うべく、経営基盤の安定化と収益の確保に一層努力し、安定的な配当の継続を実施してまいる所存で

あります。 

  

  



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第97期は( )表示しており、平成16年12月13日以降はジャ

スダック証券取引所におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 1. 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

2. 当社は、平成18年4月1日より㈱ジャスダック証券取引所の監理ポストに割り当てられておりますが、株主数基準に抵触

したものであり、本有価証券報告書の提出後に解除される予定です。 

  

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 220 120 209 ( 235) 339 430

最低(円) 80 57 92 ( 145) 230 201

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 330 430 329 313 293 275

最低(円) 246 263 283 255 261 252



５ 【役員の状況】 

  

 (注) １ 取締役 渡辺純一郎氏及び山中孝文氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２ 監査役 福田博美は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   北 村 哲 彦 昭和20年９月25日生

昭和43年４月 当社入社 

8

昭和63年４月 〃技術部長 

平成３年６月 〃取締役技術部長就任 

平成10年1月 丸山商事㈱取締役就任(現) 

平成10年１月 当社常務取締役工場長就任 

平成13年６月 当社代表取締役社長就任(現) 

平成15年１月 泉㈱取締役産業資材部門長就任

(現) 

取締役 工場長 山 名 和 則 昭和21年10月１日生

昭和45年３月 当社入社 

5
平成４年４月 〃製造部長 

平成９年６月 〃取締役製造部長就任 

平成15年４月 〃取締役工場長就任(現) 

取締役 総務部長 清 水 佳 彦 昭和32年7月24日生

昭和55年３月 当社入社 

10
平成14年４月 丸山商事㈱代表取締役社長就任

(現) 

平成17年６月 当社取締役総務部長就任(現) 

取締役   安 藤 裕 輔 昭和30年７月21日生

昭和54年４月 泉㈱入社 

―

平成10年４月 〃繊維技術部技術課主任部員 

平成13年５月 〃繊維技術部技術課主任部員兼当

社へ出向 

平成14年５月 〃繊維技術部技術課課長兼当社へ

出向(現) 

平成15年６月 当社取締役就任(現) 

取締役   渡 辺 純一郎 昭和24年3月4日生

昭和46年５月 泉㈱入社 

―
平成12年５月 〃大阪産業資材課課長 

平成14年５月 〃産業資材第一事業部主幹(現) 

平成16年６月 当社取締役就任(現) 

取締役   山 中 孝 文 昭和41年9月17日生

平成３年４月 東レ(株)入社 

―

平成12年５月 Sun Microsystems(株)入社 

平成15年２月 Sun Microsystems(株)経理財務本

部専任部長 

平成17年６月 泉㈱入社 

  参与財務経理・システム担当部長 

平成17年12月 アイエフシー(株)代表取締役社長

(現任) 

平成18年１月 泉㈱取締役(現) 

平成18年６月 当社取締役就任(現) 

監査役   福 田 博 美 昭和25年12月27日生

昭和48年３月 蝶理㈱入社 

―

平成16年５月 〃経営政策部担当部長 

平成16年８月 泉㈱入社 管理部門副部門長 

平成17年１月 〃取締役管理部門副部門長(現) 

平成17年６月 当社監査役就任(現) 

計 23



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本な考え方 

当社は、法令の遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、株主各位をはじめ企業に係わる利害関係者の方々に信

頼される健全性、透明性、効率性の高い企業経営を行うためには、コーポレート・ガバナンスは重要な課題であると考えてお

ります。 

  

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①  当社の取締役会は、平成18年3月末現在取締役 6名（うち社外取締役 2名）により構成され、毎月１回の定例取締役会を

開催しております。経営の基本方針・法令等で定められた事項及びその他経営に関する重要事項を迅速に決定するとと

もに、職務執行の状況を随時監督しております。また適時、取締役及び部長クラスによる営業・生産等に関する会議を

開催し、的確な経営情報を把握し、迅速な意思決定を図っております。 

② 当社の監査役は、平成18年3月末現在 1名であり、取締役会をはじめとする重要な会議に出席し、当社や子会社の業務や

財産状況の調査や取締役の職務執行の適法性などの監査を行っております。 

  

（3）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

平成18年3月期は13回の取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行

状況を監督しております。 

(４) 監査役監査、会計監査の状況 

監査役は、コンプライアンス体制やリスク管理体制等の内部統制システムの整備状況や実施状況の監査を随時実施してお

ります。さらに、会計監査人との連携のもと、会計監査等に関する報告を受けるなど意見交換を積極的に行うとともに、

会計監査等を実施しております。 

 なお、業務を執行した公認会計士の概要は下記のとおりであります。 

(注) １ 監査業務に係る補助者は、公認会計士２名であります。 

   ２ 継続監査年数は、７年以内のため記載を省略しております。 

  

(５) 役員報酬の内容 

取締役および監査役に支払った報酬は以下のとおりであります。 

 (注) 社外取締役、社外監査役には、報酬を支払っておりません。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

代表社員 

業務執行社員 
御前善彦 協立監査法人 ― 

業務執行社員 作花弘美 協立監査法人 ― 

取締役に支払った報酬 11,508千円 

監査役に支払った報酬 1,200千円 

計 12,708千円 



(６) 監査報酬の内容 

  

(７) 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社の取締役渡辺純一郎氏は、当期末時点で当社の議決権の77.3％を保有する親会社の従業員あり、山中孝文氏(平成18

年6月29日開催の定時株主総会で選任)は親会社の取締役であります。 

当社の社外取締役は２名であり、当社との人的関係、資本的関係又は取引の関係その他の利害関係はありません。 

当社の監査役福田博美氏は、社外監査役であります。 

福田博美氏は、親会社の取締役であり、当社との人的関係、資本的関係又は取引の関係その他の利害関係はありません。 

  

(８) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

当社は、平成18年5月10日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針に関し、次のとおり決議いたしてお

ります。 

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

役員、社員が法令・定款および社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする「企業倫理規定」を整備する。

また，その徹底を図るため，内部監査委員会を設け，コンプライアンスの状況を監査する。これら活動は定期的に取締

役会および監査役に報告されるものとする。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

 「文書管理規定」に従い，取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下，文書等という）に記録

し，保存する。取締役及び監査役は，「文書管理規定」により，常時，これらの文書等を閲覧できるものとする。 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 コンプライアンス，災害，品質及び情報セキュリティ等に係るリスクについては，それぞれの稟議規程、与信管理規

程等に基づき、代表取締役社長の決裁を得たうえで業務執行を行うものとする。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 必要に応じて「組織規定」「職務分掌規定」を見直し、各取締役の職務執行の効率化を図る。 

５．当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

  当会社を含めたグループ全体の経営の適正化を推進するため、子会社との意思統一を図るための会議等を開催する。 

６．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制 

 取締役または使用人は，監査役に対して，法定の事項に加え、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項，内

部監査の実施状況及びその内容を、毎月開催する取締役会ですみやかに報告する体制を整備する。報告の方法（報告

者，報告受領者，報告時期等）については，取締役と監査役との協議により決定する方法による。 

７．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役または使用人が監査役に報告すべき事項および時期については、監査役と協議のうえ取り決め、他監査役が監査に資

する情報を適宜集めうる体制を構築する。 

また、監査役は必要に応じ、会計監査人と意見交換を行う。 

  

公認会計士法第２条第1項に規定

する業務に基づく報酬 
5,000千円 

上記以外の報酬 ― 円 

合計 5,000千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第5号) 附則第2項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第5号) 附則第2項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、協

立監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  44,908 21,748  

２ 受取手形及び売掛金  928,882 1,074,945  

３ たな卸資産  599,465 659,215  

４ 繰延税金資産  28,728 32,382  

５ その他  8,856 18,194  

貸倒引当金  △20,436 △15,390  

流動資産合計  1,590,404 68.7 1,791,097 64.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ＊２     

(1) 建物及び構築物  235,322 225,567  

(2) 機械装置及び運搬具  222,280 316,850  

(3) 土地 ＊１  109,727 109,727  

(4) その他  19,890 24,903  

有形固定資産合計  587,221 25.5 677,048 24.5

２ 無形固定資産     

(1) その他  5,660 ―  

無形固定資産合計  5,660 0.2 ― ―

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券  106,079 180,427  

(2) 長期貸付金  3,910 3,804  

(3) 長期前払費用  ― 83,562  

(4) その他  20,369 23,557  

投資その他の資産合計  130,358 5.6 291,350 10.6

固定資産合計  723,240 31.3 968,399 35.1

資産合計  2,313,645 100.0 2,759,497 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形及び買掛金  822,514 989,114  

２ 短期借入金 ＊１  193,000 154,000  

３ １年以内に返済予定の 
長期借入金 

＊１  43,130 38,660  

４ 未払法人税等  37,873 35,142  

５ 賞与引当金  39,046 38,565  

６ 設備関係支払手形  724 115,250  

７ その他  144,705 110,473  

流動負債合計  1,280,994 55.3 1,481,207 53.7

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  18,660 77,500  

２ 繰延税金負債  36,602 66,713  

３ 退職給付引当金  7,165 2,376  

４ 役員退職引当金  24,354 24,941  

固定負債合計  86,782 3.8 171,531 6.2

負債合計  1,367,777 59.1 1,652,739 59.9

      

(少数株主持分)     

少数株主持分  43,775 1.9 43,864 1.6

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ＊３  200,000 8.6 200,000 7.3

Ⅱ 資本剰余金  12,320 0.5 12,320 0.4

Ⅲ 利益剰余金  645,141 27.9 762,586 27.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金  50,150 2.2 94,387 3.4

Ⅴ 自己株式 ＊４  △5,519 △0.2 △6,401 △0.2

資本合計  902,093 39.0 1,062,892 38.5

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 2,313,645 100.0 2,759,497 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  4,347,231 100.0 4,571,930 100.0

Ⅱ 売上原価 ＊２  3,934,327 90.5 4,141,191 90.6

売上総利益  412,903 9.5 430,738 9.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊1,2  338,324 7.8 331,981 7.2

営業利益  74,579 1.7 98,757 2.2

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 378 205    

２ 受取配当金 848 1,182    

３ 受取保険金 1,066 4,956    

４ その他 13,216 15,508 0.4 10,159 16,504 0.4

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 8,890 7,736    

２ その他 164 9,054 0.2 16 7,752 0.2

経常利益  81,034 1.9 107,509 2.4

Ⅵ 特別利益     

１ 投資有価証券売却益 13,410 ―    

２ 貸倒引当金戻入益 ― 5,061    

３ 適格年金資産運用益 ― 13,410 0.3 69,032 74,094 1.6

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産除却損 ＊３ 53 53 0.0 6,591 6,591 0.2

税金等調整前 
当期純利益 

 94,391 2.2 175,012 3.8

法人税、住民税 
及び事業税 

32,700 50,231    

法人税等調整額 △7,711 24,989 0.6 △3,654 46,576 1.0

少数株主利益  2,997 0.1 1,073 0.0

当期純利益  66,406 1.5 127,362 2.8

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 12,320 12,320

Ⅱ 資本剰余金期末残高 12,320 12,320

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 589,891 645,141

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 66,406 66,406 127,362 127,362

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 9,953 9,917  

２ 自己株式処分差損 1,202 11,156 ― 9,917

Ⅳ 利益剰余金期末残高 645,141 762,586

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  94,391 175,012 

２ 減価償却費  76,022 70,263 

３ 投資有価証券売却益  △13,410 ― 

４ 有形固定資産除却損  53 931 

５ 無形固定資産除却損  ― 5,660 

６ 貸倒引当金の増減額  4,489 △5,046 

７ 賞与引当金の増減額  3,260 △480 

８ 退職給付引当金の増減額  △23,456 △88,351 

９ 役員退職引当金の増減額  2,946 587 

10 受取利息及び受取配当金  △1,226 △1,388 

11 支払利息  8,890 7,736 

12 売上債権の増減額  19,632 △146,063 

13 たな卸資産の増減額  30,720 △59,749 

14 仕入債務の増減額  13,295 166,599 

15 その他の収支  31,764 △43,145 

小計  247,372 82,566 

16 法人税等の支払額  △1,335 △53,386 

17 利息及び配当金の受取額  1,226 1,388 

18 利息の支払額  △8,890 △7,736 

営業活動によるキャッシュ・フロー  238,373 22,831 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有形固定資産等の取得による支出  △19,532 △46,495 

２ 投資有価証券の売却による収入  24,175 ― 

３ 貸付けによる支出  △5,160 △2,810 

４ 貸付金の回収による収入  3,305 2,916 

５ その他の収支  △1,829 △3,171 

投資活動によるキャッシュ・フロー  958 △49,561 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入れによる収入  200,000 191,000 

２ 短期借入金の返済による支出  △368,000 △230,000 

３ 長期借入れによる収入  ― 100,000 

４ 長期借入金の返済による支出  △59,760 △45,630 

５ 配当金の支払額  △9,953 △9,917 

６ 少数株主への配当金の支払  ― △1,000 

７ 自己株式の取得による支出  △4,776 △882 

８ 自己株式の売却による収入  3,213 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △239,276 3,569 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  55 △23,159 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  44,852 44,908 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  44,908 21,748 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

   すべての子会社を連結しております。 

 (1) 連結子会社の数   １社 

   連結子会社名は、丸山商事㈱であります。 

１ 連結の範囲に関する事項 

   すべての子会社を連結しております。 

 (1) 連結子会社の数   １社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

  該当事項はありません 

２ 持分法の適用に関する事項 

  該当事項はありません 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  丸山商事㈱の決算日は１月31日であり、連結財務諸

表の作成にあたっては、決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法に

よっております。 

(評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定) 

     時価のないもの 

総平均法による原価法によっております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

同左 

  ② たな卸資産 

    移動平均法による低価法によっております。 

  ② たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

    定率法によっております。 

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については、定額法を採用して

おります。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

同左 

  また、一部の設備においては、生産高比例法によ

る減価償却額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

   ａ 一般債権 

     貸倒実績率法によっております。 

  

   ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

     財務内容評価法によっております。 

  

  ② 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充てるため支給見込額基

準により計上しております。 

  ② 賞与引当金 

同左 



  

  
  

会計処理の変更 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

  ③ 退職給付引当金 

同左 

  なお、当連結会計年度末は、当社において年金

資産の見込額が退職給付債務の見込額を超過した

ため、その超過額(83,562千円)は、前払年金費用

として投資その他の資産「長期前払費用」に表示

しております。 

  ④ 役員退職引当金 

    役員の退任により支給する退職慰労金の支給に

充てるため、「役員内規」に基づく要支給額を計

上しております。 

  ④ 役員退職引当金 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引(所有権移

転外ファイナンス・リース取引)については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項  (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結会計年度中に確定した利益処分、又は損失処理

に基づいて作成しております。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資であります。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 固定資産の減損に係る会計基準 

  当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

   これによる損益に与える影響はありません。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

(連結損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

＊１ 

担保提供資産の状況は次のとおりであります。 

短期借入金93,000千円及び一年以内に返済予定の長

期借入金9,530千円に対して次の担保を提供してい

ます。 

 土地 64,590千円

担保提供資産の状況は次のとおりであります。 

短期借入金54,000千円に対して次の担保を提供して

います。 

  

土地 64,590千円

＊２ 有形固定資産の減価償却累計額 3,197,679千円 有形固定資産の減価償却累計額 3,250,252千円

＊３ 
当社の発行済株式総数は、普通株式4,000千株であ

ります。 

当社の発行済株式総数は、普通株式4,000千株であ

ります。 

＊４ 
連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式

33,076株であります。 

連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

36,274株であります。 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

＊１ 

販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。 

役員報酬 17,727千円

従業員給与手当 62,132千円

運搬費・荷造費 109,198千円

賞与引当金繰入額 15,916千円

賃借料 17,316千円

役員退職引当金繰入額 2,946千円

退職給付費用 1,186千円

広告宣伝費 28,389千円

販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりであ

ります。 

役員報酬 12,708千円 

従業員給与手当 64,937千円 

運搬費・荷造費 106,159千円 

賞与引当金繰入額 8,203千円 

賃借料 25,020千円 

役員退職引当金繰入額 2,267千円 

退職給付費用 3,837千円 

広告宣伝費 5,486千円 

＊２ 
一般管理費及び当期製造費用に 
含まれている研究開発費 

34,800千円
一般管理費及び当期製造費用に
含まれている研究開発費 

36,717千円

＊３ 

固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  

  

  

  

その他(工具、器具備品) 53千円

計 53千円

固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 150千円

機械装置及び運搬具 635千円

その他(工具、器具備品) 145千円

無形固定資産(借地権) 4,507千円

無形固定資産(電話加入権) 1,153千円

計 6,591千円

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係 



  

(リース取引関係) 

  

  

  
現金及び預金 44,908千円

現金及び現金同等物 44,908千円

現金及び預金 21,748千円

現金及び現金同等物 21,748千円

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ 取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

１ 取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 
及び運搬具 

406,100 182,745 223,355

その他(工具
器具備品) 

65,275 6,752 58,522

合計 471,375 189,497 281,877

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置
及び運搬具 

406,100 223,355 182,745

その他(工具
器具備品) 

71,065 21,553 49,511

合計 477,165 244,908 232,256

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 62,461千円

１年超 260,215千円

合計 322,676千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 64,016千円

１年超 201,893千円

合計 265,909千円

３ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 54,730千円

減価償却費相当額 47,362千円

支払利息相当額 8,909千円

３ 当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 

支払リース料 62,893千円

減価償却費相当額 55,411千円

支払利息相当額 7,637千円

４ 算定方法 

  減価償却費相当額 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 算定方法 

  減価償却費相当額 

同左 

  支払利息相当額 

  リース料総額とリース物件取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分については、利息

法によっております。 

  支払利息相当額 

同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借
対照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

連結貸借 
対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

株式 19,276 103,561 84,285 19,276 177,910 158,634

その他 1,000 1,000 0 1,000 1,000 0

小計 20,276 104,562 84,285 20,276 178,910 158,634

連結貸借対照計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

株式 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

合計 20,276 104,562 84,285 20,276 178,910 158,634

区分 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(千円) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(千円) 

売却額 24,175 ― 

売却益の合計 13,410 ― 

売却損の合計 ― ― 

区分 
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

(千円) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

(千円) 

その他有価証券   

 非上場株式 1,516 1,516 

合計 1,516 1,516 



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  適格退職年金 

   提出会社は勤続15年以上で年齢50歳以上の退職者

については、全額適格退職年金から支給される制度

を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  適格退職年金 

   提出会社は勤続15年以上で年齢50歳以上の退職者

については、全額適格退職年金から支給される制度

を採用しております。 

  退職一時金 

   退職金規定に基づく退職一時金制度を採用してお

ります。 

  退職一時金 

   退職金規定に基づく退職一時金制度を採用してお

ります。 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

① 退職給付債務 268,438千円

② 年金資産 261,273千円

③ 未積立退職給付債務 7,165千円

④ 連結貸借対照表計上純額 7,165千円

⑤ 退職給付引当金 7,165千円

① 退職給付債務 283,381千円

② 年金資産 364,566千円

③ 未積立退職給付債務 △81,185千円

④ 連結貸借対照表計上純額 △81,185千円

⑤ 長期前払費用(前払年金費用) 83,562千円

⑥ 退職給付引当金 2,376千円

 (注) １ 退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採

用しております。 

 (注) １ 退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採

用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 13,041千円

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 21,829千円

適格年金資産運用益 69,032千円



(税効果会計関係) 

  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳 

 (繰延税金資産) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳 

 (繰延税金資産) 

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,645千円

賞与引当金損金算入限度超過額 15,417千円

役員退職引当金 9,580千円

たな卸資産の評価額に係る一時差異 34,897千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 7,975千円

投資有価証券評価損 9,253千円

会員権評価損 6,660千円

その他 15,294千円

繰延税金資産小計 101,724千円

評価性引当額 △72,996千円

繰延税金資産合計 28,728千円

  

退職給付引当金損金算入限度超過額 2,579千円

賞与引当金損金算入限度超過額 15,179千円

役員退職引当金 9,756千円

たな卸資産の評価額に係る一時差異 24,991千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,956千円

投資有価証券評価損 9,253千円

会員権評価損 6,660千円

その他 12,173千円

繰延税金資産小計 86,551千円

評価性引当額 △35,051千円

繰延税金資産合計 51,500千円

 

 (繰延税金負債)  (繰延税金負債) 

土地の圧縮差額 △2,466千円

その他有価証券評価差額 △34,135千円

繰延税金負債合計 △36,602千円

繰延税金資産の純額 △7,874千円

  

繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項目
に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 28,728千円

固定負債―繰延税金負債 36,602千円

土地の圧縮差額 △2,466千円

その他有価証券評価差額 △64,246千円

前払年金費用 △19,117千円

繰延税金負債合計 △85,830千円

繰延税金資産の純額 △34,330千円

繰延税金資産の純額は連結貸借対照表の以下の項目
に含まれております。 

流動資産―繰延税金資産 32,382千円

固定負債―繰延税金負債 66,713千円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.1％

住民税均等割額 1.4％

評価性引当額による減額修正 △12.0％

リース特別控除の税額控除 △4.2％

その他 △0.4％

税効果適用後の法人税等の負担率 26.5％

法定実効税率 40.5％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.5％

住民税均等割額 0.5％

評価性引当額による減額修正 △17.6％

リース特別控除の税額控除 △0.0％

その他 2.9％

税効果適用後の法人税等の負担率 26.6％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める合成樹脂加工布事

業の割合が、いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める合成樹脂加工布事

業の割合が、いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％

を超えているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％

を超えているため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 製品等の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社が希望価格を提示し、一般的取引条件と同様に決定

しております。 

２ 原材料等の購入については、市場の実勢価格によって決定しております。 

３ 工場用地の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて毎期契約により所定金額を決定しております。 

４ 機械の賃借については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

５ 取引金額は消費税等を含まず表示しており、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２ 兄弟会社等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 売掛金の代行回収については、当社と関連を有しない当事者と同様の条件によっており、取引条件が優劣するこ

とはありません。 

２ 売掛金の期日前回収に対する支払利息については、利率その他の取引条件は、当社と関連を有しない当事者と同

様の条件によっており、取引条件が優劣することはありません。 

３ 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  なお、担保は提供しておりません。 

４ 取引金額は消費税等を含まず表示しており、期末残高は消費税等を含んでおります。 

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 泉㈱ 大阪市
北区 505,000 

繊維製品 
機械その他
の販売及び
輸出入 

(77.3) 兼任１人

製品等の
販売 製品等販売 3,477,186 売掛金 733,901

商品及び
原材料の
購入 

原材料商品
仕入 1,143,053 買掛金 103,963

工場用地
及び機械
の賃借 

工場用地の
賃借 16,548 ― ―

機械の賃借 47,880 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

アイエフ
シー㈱ 

大阪市
北区 100,000 

金銭の支払
代行 

なし なし

親会社に
対する当
社債権の
代行回収 

親会社に対
する売掛金
の代行回収 

2,615,226 ― ―

期日前回収
に伴う利息
の支払 

3,281 ― ―

資金の借入 50,000 

短期 
借入金 100,000

資金の貸付 資金の借
入 

一年以内
返済長期 
借入金 

33,600

借入の返済 39,840 長期 
借入金 18,660

利息の支払 3,338 ― ―



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 製品等の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社が希望価格を提示し、一般的取引条件と同様に決定

しております。 

２ 原材料等の購入については、市場の実勢価格によって決定しております。 

３ 工場用地の賃借については、近隣の取引実勢に基づいて所定金額を決定しております。 

４ 機械の賃借については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

５ 取引金額は消費税等を含まず表示しており、期末残高は消費税等を含んでおります。 

２ 兄弟会社等 

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 １ 原材料の転売・購入については、当社と関連を有しない当事者と同様の条件によっております。 

２ 売掛金の代行回収については、当社と関連を有しない当事者と同様の条件によっております。 

３ 売掛金の期日前回収に対する支払利息については、利率その他の取引条件は、当社と関連を有しない当事者と同

様の条件によっております。 

４ 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

  なお、担保は提供しておりません。 

５ 取引金額は消費税等を含まず表示しており、期末残高は消費税等を含んでおります。 

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 泉㈱ 大阪市
北区 505,000 

繊維製品 
機械その他
の販売及び
輸出入 

(77.3) 兼任2人

製品等の
販売 製品等販売 3,490,316 売掛金 812,532

商品及び
原材料の
購入 

原材料商品
仕入 1,181,810 

支払手形 558

買掛金 113,786

工場用地
及び機械
の賃借 

工場用地の
賃借 16,548 ― ―

機械の賃借 47,880 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(千円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社
の子会
社 

シンコー
工業㈱ 

岐阜県
安八郡
神戸町 

50,000 繊維工業 
(織物整理) なし 兼任2人

原材料の
転売 

原材料の転
売 1,291 売掛金 575

原材料の
購入 

原材料の購
入 5,141 

支払手形 776

買掛金 2,454

親会社
の子会
社 

アイエフ
シー㈱ 

大阪市
北区 100,000 

金銭の支払
代行 

なし 兼任2人

親会社に
対する当
社債権の
代行回収 

親会社に対
する売掛金
の代行回収 

2,354,696 ― ―

期日前回収
に伴う利息
の支払 

4,304 ― ―

資金の貸付 資金の借
入 

資金の借入 100,000 

短期 
借入金 100,000

一年以内
返済長期 
借入金 

38,660

借入の返済 36,100 長期 
借入金 77,500

利息の支払 1,911 ― ―



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 226円98銭 １株当たり純資産額 268円05銭

１株当たり当期純利益 16円70銭 １株当たり当期純利益 32円12銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益  

当期純利益(千円) 66,406 127,362

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 66,406 127,362

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,974 3,965



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定の総額 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 193,000 154,000 0.911 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 43,130 38,660 1.308 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

18,660 77,500 1.308 平成23年1月31日 

その他の有利子負債 
 社内預金(１年以内) 

6,678 6,760 1.000 ― 

合計 261,468 276,920 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 20,000 20,000 20,000 17,500



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  32,454 11,506  

２ 受取手形 ＊５  52,442 32,027  

３ 売掛金 ＊５  837,586 956,109  

４ 商品  32,977 32,699  

５ 製品  177,938 132,731  

６ 原材料  307,697 320,828  

７ 仕掛品  70,420 73,638  

８ 未収入金 ＊５  3,117 739  

９ 繰延税金資産  28,350 28,350  

10 その他  1,232 11,668  

 貸倒引当金  △17,984 △12,922  

流動資産合計  1,526,235 67.8 1,587,375 62.0

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 851,016 853,576    

減価償却累計額 638,299 212,717 650,729 202,846  

(2) 構築物 158,169 160,454    

減価償却累計額 141,243 16,925 142,901 17,553  

(3) 機械及び装置 2,278,066 2,408,827    

減価償却累計額 2,059,509 218,557 2,097,894 310,933  

(4) 車両運搬具 39,630 40,775    

減価償却累計額 35,907 3,722 34,857 5,917  

(5) 工具器具備品 296,542 302,190    

減価償却累計額 276,669 19,873 277,305 24,885  

(6) 土地 ＊１  109,727 109,727  

有形固定資産合計  581,524 25.8 671,863 26.3

２ 無形固定資産     

(1) その他  5,660 ―  

無形固定資産合計  5,660 0.2 ― ―



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券  106,079 180,427  

(2) 関係会社株式  8,200 8,200  

(3) 従業員長期貸付金  3,910 3,804  

(4) 長期前払費用  ― 83,562  

(5) その他  20,369 23,557  

投資その他資産合計  138,558 6.2 299,550 11.7

固定資産合計  725,743 32.2 971,414 38.0

資産合計  2,251,978 100.0 2,558,790 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ＊５  334,516 356,131  

２ 買掛金 ＊５  487,909 520,244  

３ 短期借入金 ＊１  223,000 154,000  

４ １年以内に返済予定の 
長期借入金 

＊１  43,130 38,660  

５ 未払金 ＊５  90,926 73,858  

６ 未払消費税等  19,051 1,761  

７ 未払法人税等  33,280 30,202  

８ 未払費用  27,150 26,565  

９ 預り金  8,124 8,275  

10 賞与引当金  35,373 34,638  

11 設備関係支払手形  724 115,250  

流動負債合計  1,303,187 57.9 1,359,589 53.1

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  18,660 77,500  

２ 繰延税金負債  36,602 66,713  

３ 退職給付引当金  4,789 ―  

４ 役員退職引当金  21,729 21,866  

固定負債合計  81,781 3.6 166,080 6.5

負債合計  1,384,969 61.5 1,525,669 59.6

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ＊２  200,000 8.9 200,000 7.8

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金 12,320 12,320    

資本剰余金合計  12,320 0.5 12,320 0.5

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金 50,000 50,000    

２ 任意積立金     

別途積立金 490,000 540,000    

３ 当期未処分利益 70,057 142,814    

利益剰余金合計  610,057 27.1 732,814 28.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ＊４  50,150 2.2 94,387 3.7

Ⅴ 自己株式 ＊３  △5,519 △0.2 △6,401 △0.3

資本合計  867,008 38.5 1,033,120 40.4

負債及び資本合計  2,251,978 100.0 2,558,790 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

１ 製品売上高 ＊３ 3,770,689 3,977,344   

２ 商品売上高 ＊３ 542,228 4,312,918 100.0 531,825 4,509,169 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 製品売上原価    

(1) 期首製品たな卸高 246,059 177,938   

(2) 当期製品製造原価 ＊２ 3,336,881 3,544,217   

(3) 期末製品たな卸高 177,938 3,405,001 79.0 132,731 3,589,424 79.6

２ 商品売上原価    

(1) 期首商品たな卸高 23,251 32,977   

(2) 当期商品仕入高 ＊３ 528,794 508,559   

(3) 期末商品たな卸高 32,977 519,068 12.0 32,699 508,837 11.3

売上総利益  388,848 9.0 410,907 9.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１  317,082 7.3 308,270 6.8

営業利益  71,766 1.7 102,636 2.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 75 100   

２ 受取配当金 813 2,182   

３ 受取保険金 1,066 4,956   

４ その他 ＊３ 13,095 15,050 0.3 10,131 17,371 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 8,890 7,736   

 ２ その他 ― 8,890 0.2 0 7,736 0.2

経常利益  77,926 1.8 112,271 2.5

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益 8,384 ―   

２ 貸倒引当金戻入益 ― 5,061   

３ 適格年金資産運用益 ― 8,384 0.2 69,032 74,094 1.6

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ＊４ ― ― ― 6,591 6,591 0.1

          



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

税引前当期純利益  86,311 2.0 179,774 4.0

法人税、住民税 
及び事業税 

30,000 47,100   

法人税等調整額 △7,450 22,550 0.5 ― 47,100 1.1

当期純利益  63,761 1.5 132,674 2.9

前期繰越利益  6,295 10,139 

当期未処分利益  70,057 142,814 

     



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 2,247,001 67.2 2,469,262 69.6

Ⅱ 労務費 413,880 12.4 416,727 11.8

Ⅲ 経費 ＊１ 682,258 20.4 660,438 18.6

当期総製造費用 3,343,140 100.0 3,546,427 100.0

期首仕掛品たな卸高 63,647 70,420  

合計 3,406,788 3,616,848  

期末仕掛品たな卸高 70,420 73,638  

原材料評価損 513 1,007  

当期製品製造原価 3,336,881 3,544,217  

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
原価計算の方法は、組別総合原価計算方式による実

際原価であります。 

同左 

＊１ 

経費のなかで主なものは次のとおりであります。 

電力燃料費 151,534千円

消耗品費 85,952

減価償却費 68,866

修繕費 60,956

研究開発費 34,800

賃借料 65,951

租税公課 11,974

業務委託手数料 91,863

経費のなかで主なものは次のとおりであります。 

電力燃料費 177,341千円

消耗品費 91,337 

減価償却費 64,146 

修繕費 45,924 

研究開発費 36,717 

賃借料 65,790 

租税公課 530 

業務委託手数料 84,099 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 70,057 142,814

Ⅱ 利益処分額 70,057 142,814

  株主配当金 9,917 9,909  

  任意積立金  

    別途積立金 50,000 59,917 120,000 129,909

Ⅲ 次期繰越利益 10,139 12,905

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  総平均法による原価法によってお

ります。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 (2) その他有価証券 

   ① 時価のあるもの 

   決算末日の市場価格等に基づく

時価法によっております。 

   (評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

 ①時価のあるもの 

同左 

   ② 時価のないもの 

   総平均法による原価法によって

おります。 

 ② 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

移動平均法による低価法によっており

ます。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

 有形固定資産 

  定率法によっております。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。 

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

 有形固定資産 

同左 

    また、一部の設備においては、生産

高比例法による減価償却額を計上し

ております。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 ａ 一般債権 

   貸倒実績率法によっておりま

す。 

 ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

   財務内容評価法によっておりま

す。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるため

支給見込額基準により計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 



  

会計処理の変更 

  

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

  なお、当事業年度末は、年金資

産の見込額が退職給付債務の見込

額を超過したため、その超過額

(83,562千円)は、前払年金費用と

して投資その他の資産「長期前払

費用」に表示しております。 

４ 引当金の計上基準 (4) 役員退職引当金 

  役員の退任により支給する退職慰

労金に充てるため、「役員内規」に

基づく要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引(所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引)については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

― 固定資産の減損に係る会計基準 

  当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

   これによる損益に与える影響はありません。 



  
注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度

(平成18年３月31日) 

＊１ 

担保提供資産の状況は次のとおりであります。 

短期借入金93,000千円及び一年以内に返済予定の

長期借入金9,530千円に対して次の担保を提供し

ております。 

    土地 64,590千円

＊１

担保提供資産の状況は次のとおりであります。 

短期借入金54,000千円に対して次の担保を提供し

ております。 

  

  土地 64,590千円

＊２ 

会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数

は次のとおりであります。 

会社が発行する株式の総数普通株式 16,000千株

発行済株式の総数    普通株式 4,000千株

＊２

会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数

は次のとおりであります。 

会社が発行する株式の総数普通株式 16,000千株

発行済株式の総数    普通株式 4,000千株

＊３ 

自己株式 

 当社が保有する自己株式は、普通株式33,076株

であります。 

＊３

自己株式 

 当社が保有する自己株式は、普通株式36,274株

であります。 

＊４ 

配当制限 

 貸借対照表に計上されている「資本合計」には

有価証券の時価評価により増加した純資産が

50,150千円含まれております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

＊４

配当制限 

 貸借対照表に計上されている「資本合計」には

有価証券の時価評価により増加した純資産が

94,387千円含まれております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第3号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

＊５ 

関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

  

流動資産 
受取手形 15,220千円

売掛金 743,074千円

流動負債 
買掛金 103,963千円

未払金 12,351千円

＊５

関係会社に対する資産・負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりであります。 

流動資産
受取手形 9,793千円

売掛金 874,570千円

流動負債

支払手形 558千円

買掛金 127,279千円

未払金 9,287千円



(損益計算書関係) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

＊１ 

販売費及び一般管理費の主なものは次のとおり

であります。 

  
なお、販売費及び一般管理費の販売費と一般管

理費のおおよその割合は販売費が69％、一般管

理費が31％であります。 

役員報酬 17,727千円

従業員給料手当 45,171千円

運搬費・荷造費 107,473千円

賞与引当金繰入額 4,313千円

賃借料 9,708千円

役員退職引当金繰入額 2,496千円

退職給付費用 1,879千円

外注加工賃 13,018千円

福利厚生費 9,257千円

貸倒引当金繰入額 3,280千円

減価償却費 6,572千円

業務委託手数料 29,866千円

＊１

販売費及び一般管理費の主なものは次のとおり

であります。 

  
  
なお、販売費及び一般管理費の販売費と一般管

理費のおおよその割合は販売費が66％、一般管

理費が34％であります。 

役員報酬 12,708千円 

従業員給料手当 49,232千円 

運搬費・荷造費 105,199千円 

賞与引当金繰入額 4,276千円 

賃借料 17,412千円 

役員退職引当金繰入額 2,267千円 

退職給付費用 3,390千円 

外注加工賃 17,692千円 

福利厚生費 9,922千円 

減価償却費 5,605千円 

業務委託手数料 29,948千円 

＊２ 

一般管理費及び当期製造費用に含まれている研

究開発費は、次のとおりであります。 

当期製造費用 34,800千円

＊２

一般管理費及び当期製造費用に含まれている研

究開発費は、次のとおりであります。 

当期製造費用 36,717千円

＊３ 

関係会社に関する事項 

関係会社との取引にかかるものは次のとおりで

あります。 

  

製品売上高 3,397,424千円

商品等売上高 216,225千円

商品仕入高 330,857千円

原材料仕入高 795,726千円

営業外収益(雑収入) 1,051千円

＊３

関係会社に関する事項 

関係会社との取引にかかるものは次のとおりで

あります。 

  

製品売上高 3,754,637千円 

商品等売上高 226,686千円 

商品仕入高 308,247千円 

原材料仕入高 971,001千円 

営業外収益(雑収入) 282千円 

― ― ＊４

固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 150千円

機械装置及び運搬具 635千円

その他(工具、器具備品) 145千円

無形固定資産(借地権) 4,507千円

無形固定資産(電話加入権) 1,153千円

計 6,591千円



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 406,100 182,745 223,355

工具器具備品 65,275 6,752 58,522

合計 471,375 189,497 281,877

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械及び装置 406,100 223,355 182,745 

工具器具備品 71,065 21,553 49,511 

合計 477,165 244,908 232,256 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 62,461千円

１年超 260,215千円

合計 322,676千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 64,016千円

１年超 201,893千円

合計 265,909千円

 ③ 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当

額 

(1) 支払リース料 54,730千円

(2) 減価償却相当額 47,362千円

(3) 支払利息相当額 8,909千円

 ③ 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当

額 

(1) 支払リース料 62,893千円

(2) 減価償却相当額 55,411千円

(3) 支払利息相当額 7,637千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳 

 (繰延税金資産) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の

内訳 

 (繰延税金資産) 

たな卸資産の評価額 34,512千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 7,247千円

賞与引当金損金算入限度超過額 14,326千円

会員権評価損 6,660千円

投資有価証券評価損 9,253千円

役員退職引当金 8,800千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,939千円

その他 14,916千円

繰延税金資産小計 97,657千円

評価性引当額 △69,307千円

繰延税金資産合計 28,350千円

たな卸資産の評価額 23,474千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,233千円

賞与引当金損金算入限度超過額 14,028千円

会員権評価損 6,660千円

投資有価証券評価損 9,253千円

役員退職引当金 8,855千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,882千円

その他 8,140千円

繰延税金資産小計 77,530千円

評価性引当額 △30,063千円

繰延税金資産合計 47,467千円

 (繰延税金負債)  (繰延税金負債) 

  

土地の圧縮差額 △2,466千円

その他有価証券評価差額金 △34,135千円

繰延税金負債合計 △36,602千円

繰延税金資産の純額 △8,252千円

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含
まれております。 

流動資産―繰延税金資産 28,350千円

固定負債―繰延税金負債 36,602千円
  

土地の圧縮差額 △2,466千円

その他有価証券評価差額金 △64,246千円

前払年金費用 △19,117千円

繰延税金負債合計 △85,830千円

繰延税金資産の純額 △38,363千円

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含
まれております。 

流動資産―繰延税金資産 28,350千円

固定負債―繰延税金負債 66,713千円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.1％

住民税均等割等 1.5％

評価性引当額による減額修正 △14.2％

リース特別控除の税額控除 △4.6％

その他 1.5％

税効果適用後の法人税等の負担率 26.1％

法定実効税率 40.5％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目 

△0.5％

住民税均等割等 0.3％

評価性引当額による減額修正 △16.1％

リース特別控除の税額控除 △0.0％

その他 1.2％

税効果適用後の法人税等の負担率 26.2％



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 217円81銭 １株当たり純資産額 260円54銭

１株当たり当期純利益 16円02銭 １株当たり当期純利益 33円46銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益  

当期純利益(千円) 63,761 132,674

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 63,761 132,674

普通株式の期中平均株式数(千株) 3,980 3,965



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投 
資 
有 
価 
証 
券 

そ 
の 
他 
有 
価 
証 
券 

旭化成㈱ 27,396 22,985 

豊田通商㈱ 24,211 77,233 

新日本理化㈱ 12,075 3,888 

㈱三井住友ファイナンシャルグルー
プ 

52 67,600 

コスモ証券㈱ 6,983 2,227 

三恵ネット㈱ 3,000 1,500 

日本興亜損害保険㈱ 3,702 3,975 

桃谷不動産㈱ 35 16 

計 77,454 179,426 

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)その他有価証券   

公社債投資信託 1,000 1,000 

計 1,000 1,000 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 851,016 5,560 3,000 853,576 650,729 15,280 202,846

 構築物 158,169 2,285 ― 160,454 142,901 1,658 17,553

 機械及び装置 2,278,066 140,617 9,855 2,408,827 2,097,894 47,748 310,933

 車両運搬具 39,630 4,000 2,855 40,775 34,857 1,663 5,917

 工具器具備品 296,542 8,559 2,911 302,190 277,305 3,401 24,885

 土地 109,727 ― ― 109,727 ― ― 109,727

有形固定資産計 3,733,152 161,022 18,621 3,875,552 3,203,688 69,751 671,863

無形固定資産       

 その他 5,660 ― 5,660 ― ― ― ―

無形固定資産計 5,660 ― 5,660 ― ― ― ―

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

合成樹脂加工布部門 ウレタンコーティングシート生産設備の増設及び関連設備 133,460千円 



【資本金等明細表】 

  

（注）１ 別途積立金の増加は利益処分によるものであります。 

２ 当期末における自己株式は36,274株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 200,000 ― ― 200,000

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (  4,000,000) (    ―) (    ―)(  4,000,000)

普通株式 (千円) 200,000 ― ― 200,000

計 (株) (  4,000,000) (    ―) (    ―)(  4,000,000)

計 (千円) 200,000 ― ― 200,000

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(千円) 12,320 ― ― 12,320

計 (千円) 12,320 ― ― 12,320

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 50,000 ― ― 50,000

(任意積立金) 
別途積立金 

(千円) 490,000 50,000 ― 540,000

計 (千円) 540,000 50,000 ― 590,000

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 

流動 17,984 12,922 ― 17,984 12,922

固定 ― ― ― ― ―

賞与引当金 35,373 34,638 35,373 ― 34,638

役員退職引当金 21,729 2,267 2,130 ― 21,866



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

区分 金額(千円)

現金 87

預金の種類  

当座預金 6,419

自由金利型定期預金 5,000

計 11,419

合計 11,506

相手先 金額(千円)

丸山商事㈱ 9,793

㈱ナード研究所 7,633

アイケーシー㈱ 4,506

サカイ産業㈱ 3,820

㈱ネモト・ケミー 2,096

丸満産業㈱ 1,750

その他 2,425

計 32,027

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 11,852

５月満期 6,268

６月満期 5,119

７月満期 4,888

８月満期 3,897

計 32,027



③ 売掛金 

相手先別内訳 
  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

④ 商品 

  

⑤ 製品 
  

  

⑥ 原材料 
  

  

  

  

  

相手先 金額(千円)

泉㈱ 812,532

丸山商事㈱ 62,038

青木織布㈱ 54,119

西嶋機業場 9,526

レフライト㈱ 3,930

その他 13,961

計 956,109

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(月) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
12 

837,586 4,732,096 4,613,573 956,109 82.8 2.3

品種別 金額(千円)

合成樹脂加工布 32,699

計 32,699

品種別 金額(千円)

合成樹脂加工布 132,731

計 132,731

品種別 金額(千円)

織物類 222,803

ビニール薬品類 98,025

計 320,828



⑦ 仕掛品 
  

  

⑧ 支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

品種別 金額(千円)

合成樹脂加工布 72,406

捺染機用ゴムベルト 1,232

計 73,638

相手先 金額(千円)

上野山機工㈱ 70,789

レフライト㈱ 36,575

伊藤忠商事㈱ 36,047

伊藤忠エネクス㈱ 30,699

西濃運輸㈱ 24,381

その他 157,639

計 356,131

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 88,010

５月満期 84,753

６月満期 91,212

７月満期 77,421

８月満期 14,733

計 356,131



⑨ 買掛金 

  

  

⑩ 短期借入金 

  

  

⑪ １年以内に返済予定の長期借入金 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

相手先 金額(千円)

岸本産業㈱ 141,074

泉㈱ 113,786

大日精化工業㈱ 67,651

青木織布㈱ 35,476

新日本理化㈱ 24,170

㈱ジェイプラス 14,067

その他 124,017

計 520,244

借入先 金額(千円)

アイエフシー㈱ 100,000

㈱三菱東京UFJ銀行 31,000

㈱大垣共立銀行 23,000

計 154,000

借入先 金額(千円)

アイエフシー㈱ 38,660

計 38,660



⑫ 設備関係支払手形 

相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 

  

  

⑬ 長期借入金 

  

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

上野山機工㈱ 68,476

加納鉄工所 14,420

松永工業所 6,912

ヨシテック 6,194

マエダ建設 6,146

その他 13,100

計 115,250

期日 金額(千円)

平成18年４月満期 21,276

５月満期 8,995

６月満期 37,439

７月満期 26,555

８月満期 20,984

計 115,250

借入先 金額(千円)

アイエフシー㈱ 77,500

計 77,500



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券 ５株券 10株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券

中間配当基準日 なし 

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目３番17号 日本証券代行株式会社 名古屋支店 

  株主名簿管理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 日本証券代行株式会社

  取次所 日本証券代行株式会社 本社・全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき210円（内；交付手数料200円，消費税10円）

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 名古屋市中区栄三丁目３番17号 日本証券代行株式会社 名古屋支店 

  株主名簿管理人 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号 日本証券代行株式会社

  取次所 日本証券代行株式会社 本社・全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項ありません 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

       なお、泉㈱は有価証券報告書の提出をしており、継続開示会社であります。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に提出した書類は次のとおりであります。 

  

  

  

親会社等 属性 議決権の 

被所有割合(％) 

親会社等が発行する株券が上場されている

証券取引所等 

泉㈱ 親会社 77.3 非上場 

(1) 
  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第97期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 
平成17年６月29日 
東海財務局長に提出 

(2) 半期報告書 (第98期中) 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

 
平成17年12月27日 
東海財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

丸山工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸山工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸

山工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  作  花  弘  美  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

丸山工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸山工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸

山工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  作  花  弘  美  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

丸山工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸山工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第97期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸山工

業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  作  花  弘  美  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

丸山工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている丸山工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第98期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、丸山工

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

協立監査法人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  御  前  善  彦  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  作  花  弘  美  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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